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被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度

被
災
住
宅
等
再
建
補
助
金

　

居
住
す
る
住
宅
が
被
災
し
全
壊
、
大
規
模
半

壊
、
中
規
模
半
壊
す
る
な
ど
で
生
活
基
盤
に
著

し
い
被
害
を
受
け
た
世
帯
に
対
し
、
支
援
金
を

支
給
し
ま
す
。

　

住
宅
の
被
害
程
度
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
基

礎
支
援
金（
中
規
模
半
壊
を
除
く
）
と
、
住
宅
の

再
建
方
法
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
加
算
支
援
金

の
２
つ
の
支
援
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

【
対
象
世
帯
】

　

⑴
住
宅
が「
全
壊
」し
た
世
帯
（
全
壊
世
帯
）

　

⑵ 

住
宅
が「
半
壊
」「
中
規
模
半
壊
」「
大
規
模

半
壊
」
し
住
宅
を
や
む
を
得
ず
解
体
し
た

世
帯
又
は
、
住
宅
の
敷
地
に
被
害
が
生
じ
、

住
宅
を
や
む
を
得
ず
解
体
し
た
世
帯
（
解
体

世
帯
）

　
⑶ 

災
害
に
よ
る
危
険
な
状
態
が
継
続
し
、
住

宅
に
居
住
不
能
な
状
態
が
長
期
間
継
続
し

て
い
る
世
帯
（
長
期
避
難
世
帯
）

　

⑷ 

住
宅
が「
大
規
模
半
壊
」
し
た
世
帯（
大
規
模

半
壊
世
帯
）

　
⑸ 

住
宅
が「
中
規
模
半
壊
」
し
た
世
帯
（
中
規
模

半
壊
世
帯
）

【
支
援
金
額
（
単
位
：
万
円
）
】

区
　
分

基
礎
支
援
金

住
宅
の
再
建
方
法

加
算
支
援
金

全
壊
世
帯

解
体
世
帯

長
期
避
難
世
帯

１
０
０

建
設
・
購
入

２
０
０

補　

修

１
０
０

貸　

借

　

５
０

大
規
模
半
壊
世
帯

　

５
０

建
設
・
購
入

２
０
０

補　

修

１
０
０

貸　

借

　

５
０

中
規
模
半
壊
世
帯

―

建
設
・
購
入

１
０
０

補　

修

　

５
０

貸　

借

　

２
５

※ 

１
人
世
帯
の
場
合
は
、
右
の
表
の
支
援
金
額

　

が
４
分
の
３
と
な
り
ま
す
。

※ 

詳
し
く
は
、
こ
ち
ら
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
申
請
期
限
】

　

基
礎
支
援
金
：
令
和
５
年
９
月
４
日
ま
で

　

（
災
害
発
生
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
13
か
月
）

　

加
算
支
援
金
：
令
和
７
年
９
月
４
日
ま
で

　

（
災
害
発
生
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
37
か
月
）

※ 

本
誌
７
ペ
ー
ジ
の「
被
災
住
宅
等
再
建
補
助
金
」
も
併
せ
て
ご

覧
く
だ
さ
い
。

■
問
合
せ　

総
務
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
０

　

被
害
住
宅
の
建
設
、
購
入
、
補
修
に
か
か
る
費
用
を
補
助
し
ま
す
。

　

国
の
被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度
に
加
え
て
行
う
、
町
独
自
の
補
助
制
度
で
す
。

【
対
象
者
】

　

▪ 

住
宅
の
被
害
程
度
が「
全
壊
」、「
大
規
模
半
壊
」、「
中
規
模
半
壊
」、「
半
壊
」、「
準

半
壊
」、「
準
半
壊
に
い
た
ら
な
い（
床
上
浸
水
）」の
方

　

▪ 

床
上
浸
水
の
被
害
を
受
け
た
住
家
相
当
と
認
め
る
建
物（
日
常
的
に
維
持
管
理
を

行
っ
て
い
る
も
の
に
限
る
。）の
所
有
者
又
は
使
用
者
の
方

【
対
象
と
な
る
も
の
】

　

 

建
設
、
購
入
、
補
修
に
か
か
っ
た
費
用
の
4
分
の
３
以
内

　

※
す
で
に
建
設
、
購
入
、
補
修
を
し
て
い
る
場
合
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

【
補
助
上
限
金
額
】

　

（
１
）
全
壊　

１
０
０
万
円

　

（
２
）
大
規
模
半
壊　

５
０
万
円

　

（
３
）
中
規
模
半
壊　

５
０
万
円

　

（
４
） 

半
壊
、
準
半
壊
、
準
半
壊
に
い
た
ら
な
い（
床
上
浸
水
）　

５
０
万
円

　

（
５
）
住
家
相
当
と
認
め
た
建
物（
補
修
に
限
り
ま
す
。）　

５
０
万
円

　

※ 

１
人
世
帯
の
方
で
、
右
記（
1
）・（
2
）・（
3
）
の
場
合
は
、
上
限
金
額
が
４
分
の

３
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

【
申
請
期
限
】

　

令
和
６
年
２
月
28
日
ま
で

※
本
誌
６
ペ
ー
ジ
の「
被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度
」も
併
せ
て
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
問
合
せ　

総
務
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
０

　

被
害
住
宅
の
建
設
、
購
入
、
補
修
の
た
め
に
金
融
機
関
で
融

資
を
受
け
た
時
に
か
か
る
利
子
を
補
給
し
ま
す
。

【
支
援
対
象
者
及
び
利
子
補
給
対
象
限
度
額
】

　

自
ら
居
住
す
る
自
己
所
有
の
住
宅
に
床
上
浸
水
相
当
以
上
の

被
害
を
受
け
、
住
環
境
の
復
旧
の
た
め
に
、
補
修
ま
た
は
町
内

に
住
宅
を
新
築
、
購
入
し
そ
の
住
宅
を
所
有
し
、
金
融
機
関
で

住
宅
融
資
を
受
け
る
者

①
新
築
又
は
購
入
：
３
、
７
０
０
万
円

　

（
土
地
取
得
な
し
の
場
合
２
、
７
０
０
万
円
）

②
補　
　
　
　

修
：
１
、
２
０
０
万
円

【
利
子
補
給
率
の
上
限
】

　

 

住
宅
金
融
支
援
機
構
の
災
害
復
興
住
宅
融
資
の
貸
付
金
利

　

 （
現
在
：
年
１
・
37
％　

※
貸
付
金
利
に
つ
い
て
は
、
毎
月
変

動
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
）

【
利
子
補
給
期
間
】  

５
年（
利
子
補
給
開
始
は
、
住
宅
の
補
修

や
新
築
又
は
購
入
後
）

【
建
物
完
成
期
限
】 

令
和
７
年
３
月
末

【
申
請
期
間
】 

 

令
和
４
年
９
月
20
日（
火
）か
ら
令
和
６
年

３
月
31
日（
日
）ま
で（
予
定
）

【
申
請
場
所
】 

金
融
機
関
又
は
総
務
課　

※ 

ご
利
用
を
考
え
て
い
る
方
は
、
総
務
課
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

■
問
合
せ　

総
務
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
０

被
災
自
動
車
購
入
補
助
金

　

被
災
し
た
自
動
車
の
入
替（
購
入
）費
用
を
補
助
し
ま
す
。

【
対
象
と
な
る
も
の
】

　

 

被
災
証
明
書
が
発
行
さ
れ
て
い
る
自
動
車
の
入
替（
購
入
）

　

１
人
の
所
有
者
ま
た
は
使
用
者
に
つ
き
１
台

　

※
入
替
前
後
の
所
有
者
等
は
、
同
一
で
あ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

※
す
で
に
入
替（
購
入
）し
て
い
る
場
合
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

【
対
象
費
用
】

　

四
輪
の
自
家
用
自
動
車
の
入
替（
購
入
）に
要
す
る
費
用

　

※
車
両
の
本
体
価
格
に
限
り
ま
す
。

【
補
助
金
額
】

　

上
限
10
万
円（
対
象
費
用
の
１
／
３
）

【
必
要
書
類
】

　

▪ 

被
災
証
明
書（
被
災
届
）

　

▪ 

被
災
車
両
の
所
有
者
又
は
使
用
者
及
び
車
両
番
号
の
分
か
る
書
類（
納
税
通
知
書
又

は
保
険
金
支
払
通
知
書
等
）

　

▪ 

被
災
車
両
が
廃
車
と
な
り
入
替（
購
入
）
し
た
こ
と
が
分
か
る
書
類（
廃
車
証
明
書
、

車
検
証
、
契
約
書
又
は
領
収
書
等
）

【
申
請
期
限
】

　

令
和
４
年
12
月
31
日
ま
で

■
問
合
せ　

総
務
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
０

住
宅
建
設
等
利
子
補
給

生
活
支
援
情
報

　

本
誌
６
ペ
ー
ジ
〜
10
ペ
ー
ジ
で
、
被
災
さ
れ
た
方
々
へ
の
生
活
支
援
情
報

を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

※
制
度
の
詳
細
や
必
要
書
類
等
に
つ
い
て
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（
以
下
の
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
）を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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被
災
家
屋
等
の
解
体
・
撤
去
制
度
に
つ
い
て

　

令
和
４
年
８
月
大
雨
災
害
に
よ
り
損
壊
し
た
被
災
家
屋
等
に
つ
い
て
、
罹
災
証
明
書
等
で

「
全
壊
」と
判
定
さ
れ
た
住
家
と
空
き
家
を
対
象
に
、
次
の
と
お
り
解
体
制
度
を
創
設
し
ま
し
た
。

内
容

留
意
事
項

公
費
解
体

制　
　

度

生
活
環
境
保
全
上
の
支
障
の
除
去
及

び
二
次
災
害
の
防
止
を
図
る
た
め
、

当
該
物
件
所
有
者
の
申
請
に
基
づ
き
、

本
町
が
所
有
者
に
代
わ
っ
て
、
災
害

廃
棄
物
と
し
て
解
体
及
び
撤
去
す
る

制
度
で
す
。

▪ 

一
時
的
に
も
費
用
負
担

が
発
生
し
ま
せ
ん
。

▪ 

書
類
受
付
順
か
ら
解
体

の
準
備
を
進
め
る
た

め
、
解
体
作
業
ま
で
に

時
間
を
要
し
ま
す
。

自
費
解
体

制　
　

度

今
年
度
に
限
り
、
既
に
解
体
・
撤
去

を
実
施
済
み
の
方
を
対
象
に
、
解
体
・

撤
去
に
要
し
た
費
用
を
償
還
す
る
制

度
で
す
。

費
用
償
還
は
、
解
体
業
者
と
の
契
約

が
令
和
４
年
12
月
31
日
ま
で
に
締
結

さ
れ
た
も
の
に
限
り
ま
す
。

▪ 

早
く
解
体
作
業
を
実
施

で
き
ま
す
。

▪ 
一
時
的
な
費
用
負
担
が

発
生
し
ま
す
。

▪ 

全
額
償
還
さ
れ
な
い
場

合
が
あ
り
ま
す
。

【
対
象
と
な
る
家
屋
】

　

▪
罹
災
証
明
書
で「
全
壊
」と
判
定
さ
れ
た
住
家
と
そ
の
基
礎

　
　

※ 

基
礎
部
分
の
解
体
等
に
つ
い
て
は
、
３
階
建
て
以
下
の
建
物
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

▪
空
き
家
に
つ
い
て
は
、
町
が
認
定
調
査
を
行
い「
全
壊
」と
判
定
さ
れ
た
も
の

　

▪
住
家
に
付
属
す
る
浄
化
槽
・
便
槽
な
ど

　
　

※
住
宅
と
一
体
的
に
解
体
す
る
場
合
の
み
対
象

　
　

※
敷
地
等
の
状
況
に
よ
り
解
体
・
撤
去
で
き
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。

※
詳
し
く
は
、
建
設
整
備
課
ま
で
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。　

■
問
合
せ　

建
設
整
備
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
３

水
害
に
よ
り
被
災
し
た
空
き
家
等
の
解
体
補
助

南
越
前
町
農
作
物
被
害
特
別
給
付
金

　

浸
水
し
、
緊
急
的
又
は
予
防
的
な
除
却
が
必
要
な
空
き
家
等
の
解
体
費
用
を
補
助
し
ま
す
。

【
対
象
者
】 

▪ 

水
害
に
よ
り
被
災（
床
上
浸
水
）し
た
空
き
家
等
の
所
有
者

 

▪ 

空
き
家
等
の
所
有
者
か
ら
解
体
及
び
撤
去
に
つ
い
て
委
任
を
受
け
た
者

【
補
助
対
象
経
費
】

　

床
上
浸
水
し
た
空
き
家
の
解
体
撤
去
費
用

【
補
助
上
限
額
（
補
助
率
）
】

　

30
万
円（
補
助
対
象
経
費
の
１
／
３
）

　

※ 

空
き
家
の
構
造
が
木
造
以
外
や
延
べ
床
面
積
が
２
０
０
㎡
以
上
な
ど
の
特
定
の
要
件
を
満
た

す
と
、
補
助
率
は
２
／
３
、
補
助
上
限
額
は
60
万
円
と
な
り
ま
す
。

■
問
合
せ　

総
務
課
防
災
安
全
室　

℡
０
７
７
８

－

47

－

８
０
１
６

　

異
常
な
天
然
現
象
を
原
因
と
し
た
激
甚
災
害
に
よ
り
、
農
業
被
害
を
受
け
た
農
業
者
に
対
し
て
、

農
業
経
営
の
継
続
と
安
定
を
図
り
、
水
田
に
お
け
る
耕
作
放
棄
地
の
発
生
を
防
止
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、
給
付
金
を
交
付
し
ま
す
。

【
対
象
者
】 

▪ 

町
内
に
居
住
又
は
住
所
を
有
す
る
個
人
若
し
く
は
事
業
者
、
集
落
営
農
組
織

 

▪ 

令
和
５
年
度
以
降
も
農
業
経
営
を
継
続
す
る
者

 

▪ 

南
越
前
町
農
業
再
生
協
議
会
に
令
和
４
年
産
の
水
稲
共
済
細
目
書
を
提
出
し
て
い
る
者

【
要
件
等
】  

異
常
な
天
然
現
象
に
よ
る
激
甚
災
害
発
生
時
に
お
い
て
、
次
の（
１
）
又
は（
２
）
の

作
付
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

 
（
１
） 

水
稲　

10
ａ
以
上
の
作
付

 
（
２
） 

水
稲
以
外
の
作
物　

２
ａ
以
上
の
作
付

【
給
付
金
額
】　

１
８
、
０
０
０
円
／
10
ａ  

×  

被
害
面
積（
ａ
）

【
事
業
年
度
】　

令
和
４
年
度
限
り

■
問
合
せ　

農
林
水
産
課　

☎
０
７
７
８

－

47

－

８
０
０
１

災害に伴う町税の減免について

　８月豪雨により被災された方で、要件に該当する場合、申請により町税の減免を受けることができます。

【減免の対象となる税】

　被災日（令和４年８月４日）以後に納期限が設定されている令和４年度の下記税が対象となります。

　▪町県民税　　▪固定資産税　　▪国民健康保険税

【町県民税・国民健康保険税の減免について】

　被災した住宅または家財の損害の割合および納税義務者の前年の合計所得金額（国民健康保険税の場合は世帯

主と国保加入者の所得を合計）が下記減免基準を満たす場合に適用となります。

※主に罹災証明書で全壊、大規模半壊、中規模半壊と判定された場合、減免の対象となります。

前年の合計所得金額
損害の割合

10分の３以上 10分の５以上

500 万円以下 減免の割合 ２分の１ 減免の割合 全額

500 万円超 750 万円以下 減免の割合 ４分の１ 減免の割合 ２分の１

750 万円超 1,000 万円以下 減免の割合 ８分の１ 減免の割合 ４分の１

【固定資産税の減免について】

　対象となる土地、家屋、償却資産について、減免となります。

●土地の場合　 大量の岩石等の流入やがけ崩れ、川の氾濫や土石流により、土地が埋没・崩壊・流出して利用で

きなくなった場合に適用されます。

損害の程度 減免割合

被害面積が当該土地の面積の 10 分の８以上であるもの 全部

被害面積が当該土地の面積の 10 分の６以上 10 分の 8 未満であるもの 10 分の８

被害面積が当該土地の面積の 10 分の 4 以上 10 分の 6 未満であるもの 10 分の６

被害面積が当該土地の面積の 10 分の 2 以上 10 分の 4 未満であるもの 10 分の４

●家屋の場合　

罹災証明書の損害の程度 罹災証明書が発行されていない場合の目安 減免割合

全壊 家屋の原型をとどめない又は復旧不能の場合 全部

大規模半壊 主要構造部分が著しく損傷し、大修理が必要な場合 10 分の 8

中規模半壊

半壊

屋根、内装、外壁、建具等に著しい損傷を受けて修理、又は取替

が必要な場合
10 分の 6

準半壊 下壁等に損傷を受け修理、又は取替が必要な場合 10 分の 4

●償却資産の場合　 町民税務課へご相談ください。

【申請方法】

受付場所　町民税務課、今庄事務所、河野事務所

必要書類　① 減免申請書　② 罹災証明書 等（写し可）

※詳細につきましては、町民税務課までお問合せください。

■問合せ　町民税務課　℡ 0778－47－8014
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後期高齢者医療保険料の減免について

　災害により、住宅や家財等に著しい損害を受けた場合、保険料の減免を受けられる制度があります。詳しくは、

町民税務課までお問合せください。

【保険料減免の要件】

損害の程度 減免割合

家屋の価格の概ね３分の２以上の損害を受けたとき 保険料の全額

家屋の価格の概ね２分の１以上の損害を受けたとき 保険料の２分の１に相当する額

家屋の価格の概ね５分の１以上の損害を受けたとき、または家財その他の

財産の概ね２分の１以上の損害を受けたとき
保険料の３分の１に相当する額

【必要書類】 ▪後期高齢者医療保険料減免申請書（お持ちでない方は役場・各事務所にあります。）

 ▪罹災証明書（写し）

 ▪本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証など）

【受付場所】 町民税務課、今庄事務所、河野事務所

■問合せ　町民税務課　☎ 0778－47－8015

　国民年金保険料（第１号被保険者の保険料）については、災害等により大きな被害を受けたことにより納付が

困難な場合、申請をして承認されると保険料の全額が免除される制度（特例免除）があります。

対　象　者

　災害により被災し、住宅、家財その他の財産について、おおむね２分の１以上の損害を受けられた方

免除される期間

　令和４年７月分から令和６年６月分まで

　※ 免除申請は年度単位で行っていただく必要があります。令和５年度分（令和５年７月分から令和６年６月分

まで）については、令和５年７月以降にお手続きください。

申請に必要な書類

　・国民年金保険料免除・納付猶予申請書

　・国民年金保険料免除・納付猶予申請に係る被災状況届　※ 罹災証明書等により損害の程度が確認できる場合は不要

　・罹災証明書、または被害農林漁業者等と認定された被害認定書の写し

　【保険金・損害賠償金等が支給される方のみ】

　・保険金・損害賠償金等の支給金額等を確認できる証明書の写し

受付場所

　町民税務課、今庄事務所、河野事務所、武生年金事務所

豪雨災害により被害を受けられた被保険者の皆様へ

■問合せ　町民税務課　　　☎ 0778－47－8015

　　　　　武生年金事務所　℡ 0778－23－1126

（自動音声案内「２」の後「２」選択）


